　意見交換会配布用　
「農業者等との意見交換会」参考資料
〈 11のテーマ例 〉
　意見交換会のテーマは、各農業委員会が直面している課題を踏まえ自由に設定いただくこととしておりますが、全国的に課題になると想定される10のテーマ例と協議項目例の参考資料を以下のとおり取りまとめましたのでご活用ください。
テーマ例 １　東日本大震災からの復興
	  農林水産省は平成23年8月、「農業・農村の復興マスタープラン」を策定し、平成24年4月には、各地での復旧・復興に向けた計画づくり等の取組の進展等を踏まえた改訂を行いました。
  同マスタープランでは、
①農地の復旧・整備のスケジュールの明確化
②農地の復旧までに必要な営農再開までの所得確保等
③将来の農業・農村の担い手の確保
④土地利用調整、施設整備等についての基本的な考え方
⑤迅速な損害賠償、風評被害の防止、農地土壌等の放射性物質の除染等、原子力発電事故への対応
　－等についての基本的な考え方を明らかにし、サポート内容、問い合わせ先を明記して対応しています。



【協議項目例】
1.　大震災からの個別経営や地域の復興の状況をご確認いただくとともに、復興の加速化に向け、地域、行政のあるべき取り組み方策についてご協議下さい。
2.　大震災に伴う原発事故により地域農業の安全・安心が揺らぐとともに、風評被害が続いていますが、その回復に向け、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。

テーマ例 ２　人･農地プランの策定
	　持続可能な力強い農業を実現するためには、その基本となる人と農地の問題を一体的に解決していく必要があることから、それぞれの集落・地域において徹底的な話し合いを行い、集落・地域が抱える人と農地の問題を解決するための「未来の設計図」となる「人･農地プラン（地域農業マスタープラン）」の作成が全国的に進められています。
　人･農地プランを策定すれば、農地集積協力金(農地の出し手への支援)、スーパーＬ資金の金利負担軽減処置、新規就農者に対する青年就農給付金などの支援を受けることができるようになります。
　そのような中、農業委員会は、集落等の合意形成に必要な農地利用状況図作成への情報提供をはじめ、地域での話し合いのキーマンとしての参画が求められています。
※震災による津波で被害を受けた地域は、「人･農地プラン」の代わりに「経営再開マスタープラン」を策定します。



【協議項目例】
1.（すでに人･農地プランが策定されている地域について）「地域の中心となる経営体」に農地集積するためには、また、プランに位置づけられた（または位置づけられようとしている）新規就農者を支援・育成していくためには、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、ご協議下さい。
2.（まだ人･農地プランが策定されていない地域について）地域の実情を踏まえ、①プランのエリアをそのように設定すべきか、②「地域の中心となる経営体」をどのようにリストアップしていくべきか、③担い手が不足している場合、集落営農化や新規就農者の受け入れを進める必要はないか、④地域の農地をどのように「地域の中心となる経営体」に集積していくべきか、ご協議下さい。
テーマ例 ３　食と農林漁業の再生
	　食と農林漁業の再生実現会議は平成23年10月、「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」を決定し、食料･農業･農村基本計画で掲げた食料自給率50％の達成を基本に、
①「美味しい」、「安全」、「環境にやさしい」という持ち味を再構築する取組を推進し、需要に応じた農業を実現する。農山漁村に存在する豊富な資源を有効に活用し、６次産業化を推進することにより、付加価値を向上させ、雇用と所得を生み出し、農林漁業を更に成長産業化する。
②　経営継承を円滑に行い、農林漁業の６次産業化等を担う人材を確保する。特に、土地利用型農業については、今後５年間に高齢化等で大量の農業者が急速にリタイアすることが見込まれる中、徹底的な話し合いを通じた合意形成により実質的な規模拡大を図り、平地で20～30ha、中山間地域で10～20haの規模の経営体が大宗を占める構造を目指す。これを実現するため、担い手、農地、生産対策、関連組織等に関する仕組みを見直し、一体的に改革する。
　－等を基本的な考え方として推進しています。



【協議項目例】
1.「６次産業化を推進することにより、付加価値を向上させ、雇用と所得を生み出し、農林漁業を更に成長産業化する」ためには、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。
2.　経営継承（新規就農による第三者継承も含む）による人材確保を進めるためには、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。
3.(土地利用型の農業地域について)「平地で20～30ha、中山間地域で10～20haの規模の経営体が大宗を占める構造」を実現するためには、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。
テーマ例 ４　ＴＰＰへの参加の是非
	　ＴＰＰ（環太平洋経済連携）は、加盟国間の全ての品目に対する関税を撤廃し、より高い水準の自由化を促進することに加え、農業だけでなく、医療、食の安全、金融、保険、投資、雇用、人の移動、政府調達(公共事業の発注)など24もの分野での自由化を図ることを目的としており、その内容いかんによっては、日本の社会システムが根幹から変わり国民生活に広く影響を与えるしまう恐れがあります。
　そのような中、昨年11月、野田首相が交渉参加に向けて関係国との協議に入る旨を表明しました。
　その際、ＴＰＰ交渉参加の手続きとして「更なる情報収集に努め、十分な国民的な議論を経たうえで、あくまでも国益の視点に立って結論を得ていく」と約束しましたが、事前協議の情報提供も国民的な議論も未だ不十分な状況にあります。



【協議項目例】
1.  ＴＰＰへの参加等自由化を促進すれば、農業の国際競争力が高まり輸出が増加する、等の意見がありますが、地域の実態や原発事故に伴う風評被害の状況を踏まえ、我が国のＴＰＰへの加盟が地域農業に与える影響についてご協議下さい。
2.  農業分野に限らず、我が国のＴＰＰへの加盟が地域社会に与える影響などについてご協議下さい。
テーマ例 ５　農業者戸別所得補償制度
	　販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付することにより、食料自給率の向上と農業の多面的機能を維持するため、平成23年度から「農業者戸別所得補償制度」として本格実施されています。
　米の所得補償(1.5万円/10a)に加え、規模拡大加算、麦や大豆などの品質加算、二毛作への助成、耕作放棄地の再生利用加算などの各種加算措置等が設けられています。
　そのような中、本制度の見直しや法定化が検討されています。



【協議項目例】
「農業者戸別所得補償制度」が見直される場合、どのような制度改善や運用改善が必要かご協議下さい。

テーマ例 ６　耕作放棄地対策
	　耕作放棄地の発生を抑制するため「中山間地域等直接支払制度」や「農地･水保全管理支払交付金」を活用して発生防止に取り組むとともに、耕作放棄地の解消には改正農地法による遊休農地解消に向けた措置の適切な運用はもちろん、再生利用にも積極的に取り組む必要があります。
　特に農用地区域にある耕作放棄地で一定の再生作業により耕作可能となると見込まれるものは、その森林化・原野化を防止し有効利用を図るため「耕作放棄地再生利用緊急対策」等を活用して優先的に再生利用に取り組むことが求められています。



【協議項目例】
1.  耕作放棄地の発生防止と解消、再生利用のため、農業者、地域、市町村、農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。
2.  耕作放棄地の発生防止と解消、再生利用のための基本となる地域独自の「儲かる作物」として何が考えられるか、また、そのために必要な政策支援は何かご協議下さい。
テーマ例 ７　食育
	　畜産物や油脂の消費増加に伴う栄養バランスの崩れ、朝食の欠食など食習慣の乱れ、さらに食べ残しや食品の廃棄などの諸問題に加え、近年の食品の安全性への信頼を損なう事件・事故の多発によって消費者の食に対する関心は高まる一方で、食に関する知識は十分とは言えない状況にあります。
　このため、国民一人ひとりが「食」について考える習慣を身につけ、健全で安心な食生活ができるための「食育」の推進が重要であり、「食育基本法」に基づき「食事バランスガイド」の普及・活用など、様々な取り組みが進められています。



【協議項目例】
  地域ですでに「食育」に関する取り組みが実施されている場合は、それを更に発展させる観点から、また、まだ「食育」に関する取り組みが十分でない場合はそれを醸成するために、家庭や地域、市町村、農業委員会としてどのような取り組みが必要かご協議下さい。

テーマ例 ８　都市農業
	　都市農業は、①消費地に近いという利点を生かした新鮮な農産物の供給といった役割のみならず、②身近な農業体験の場の提供、③災害に備えたオープンスペースの確保、④潤いややすらぎをもたらす緑地空間の提供、⑤都市住民の農業への理解の醸成など多様な役割を果たしています。
　しかし、市街化区域内にある農地は宅地等への転用需要が大きく面積が減少しており、これら都市住民のニーズに十分応えられなくなっています。
  人口減少時代に入り都市計画制度の見直し作業が進む中で、都市における農業・農地の新たな位置付けと保全策の具体化が求められています。



【協議項目例】
1.　都市農業・農地の保全のため、特に都市地域で農家と農業経営が存続するために、個別経営や地域、市町村、農業委員会としてどのような取り組みが必要かご協議下さい。
2.「生産緑地制度」、「相続税・贈与税の納税猶予制度」等について、どのような制度改善が必要かご協議下さい。また、両制度に加え、都市農業にはどのような制度や政策等の支援が必要かご協議下さい。
3.「都市計画制度」の見直しにあたり、農業・農地の存続発展の観点からどのようなことが必要かご協議下さい。

テーマ例 ９　中山間地域直接支払制度､農地･水保全管理支払､環境保全型農業直接支援
	　「農業者戸別所得補償制度」の関連対策として、中山間地域など農業生産条件が不利な地域での営農継続を支援する「中山間地域等直接支払制度」、農業用水路等資源の長寿命化や高度な農地・水の保全活動を支援する「農地･水保全管理支払交付金」、化学肥料や化学合成農薬を低減する等の環境保全型農業を支援する「環境保全型農業直接支援対策」が措置され、地域での共同活動等への支援が行われています。



【協議項目】
1. 「中山間地域等直接支払制度」、「農地･水保全管理支払交付金」、「環境保全型農業直接支援」等の共同活動の効果的実施のため、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要かご協議下さい。
2.これらの制度を活用した、地域活性化対策、耕作放棄地の発生防止と解消及び多面的機能の確保のため、農業者、地域、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要かご協議下さい。
3.「中山間地域等直接支払制度」、「農地･水保全管理支払交付金」、「環境保全型農業直接支援」について、それぞれどのような運用及び制度改善が必要かご協議下さい。
テーマ例 10　鳥獣被害対策
	　鳥獣被害については、野生鳥獣の生息分布域が拡大し、農作物被害金額は約200億円で推移しています。
　野生鳥獣による被害は、営農意欲の減退や不作付地の増加をもたらす一因となっており、鳥獣被害防止対策が必要不可欠となっています。
　また、鳥獣は県域を越えて移動するため、広域的に連携した取り組み、地域の指導者の育成や捕獲鳥獣の食肉利用の促進等の対策を推進することが必要です。
　そのため、農水省では「鳥獣被害防止総合対策交付金」を措置し、野生鳥獣による被害の深刻化・広域化に対応した、地域ぐるみの被害防止活動や侵入防止柵等の整備等の鳥獣被害防止対策を総合的に支援しています。



【協議項目例】
1.  野生鳥獣による農作物等被害の軽減のため、地域、市町村、農業委員会としてどのような取り組みが有効かご協議下さい。
2.　鳥獣被害防止対策について、地域での取り組みをより効果的にするために必要な国の支援等についてご協議下さい。
テーマ例 11　農業委員会の活動について
	　農水省は、「農業委員会の適正な事務実施について」（平成21年1月23日付経営局長通知）において、農業委員会の活動に対する自らの点検・評価の案及び次年度の目標、その達成に向けた活動計画の案について、地域の農業者等から意見及び要望等を募集し、ホームページ等で公表することを求めています。
  本意見交換会の実施をもって補正・公表にあてる農業委員会もありますが、この機会に改めて、地域の農業者に農業委員会の活動を周知するとともに意見や要望をお聞きすることが重要です。



【協議項目例】
1.　農業委員会の行う農地の利用集積、遊休農地の発生防止と解消、違反転用の防止等の活動について、より有効なものとするためにはどのような工夫が必要かご協議下さい。
2.　農業者の経営改善や経営管理能力向上のため、市町村･農業委員会としてどのような取り組みが必要か、また、国としてどのような支援が有効かご協議下さい。
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